
Ⅰ. はじめに

急速な高齢化や増大する社会保障費の抑制を背景に,
2006年には第５次医療法改正が行われ, 医療機能の分
化・連携の推進による切れ目のない医療の提供や在宅
医療の充実による患者の生活の質向上等が主要な柱と
してあげられた1). また2008年度の診療報酬改定では
在院日数の短縮化のため, 後期高齢者退院調整加算等
が新設された2). これらの医療を巡る変化から療養病
床を有する病院や看護師の役割は変化している. 療養
環境を病院から在宅へ円滑に移行するために, 病院に
は退院支援部門が設置され, 専任の看護師が配置され
る病院が増えてきた. 2011年の調査によれば, 退院調
整部門は, 回答のあった839病院の67.1％で設置され
ており, 看護師の配置は84.2％であった3).

在院日数の短縮化により, 障害を抱え, 疾病の継続

した管理を必要とする退院患者が多くなり, 退院支援
部門や病棟で看護する看護師においては, 入院初期か
ら生活の場での療養継続を視野に入れながら, 多職種
や病院外の社会資源と連携することが求められている.
また退院支援が必要な患者を早期に特定し, 適切な退
院支援の体制を整える重要性が増している.

鷲見によれば4), 早期から退院支援を行うことで,
在院日数の短縮, 入院長期化の防止, 再入院の減少,
患者・家族の退院後の不安感が軽減されることが報告
されている. また鷲見5)は, 退院困難が予測される高
齢者を入院早期に抽出し退院支援を行うために, 入院
時にスクリーニングを行う必要性を述べている. 退院
支援が必要な患者に対して, 入院時に行うスクリーニ
ングは, 同時に退院支援に向けてのアセスメントを行
うことにつながり, 在宅ケアの体制の整備や患者や家
族の療養の質に影響を与える. 急性期病院では, 退院
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要 旨

本研究の目的は療養病床を有する一般病院で働く看護師が行う退院支援スクリーニングの現状と課題を明らかにす

ることであった.

東北６県の療養病床を有する500床未満の病院で退院支援担当の看護師256名に調査票を郵送した｡ 189名から回答

が得られ, これら全てを分析対象とした (有効回答率：73.8％). 退院支援部門の有無と看護師の属性, スクリーニ

ングの状況, プロトコルの有無などの関連をχ2 検定および残差分析で検討した.

その結果, 退院支援部門の設置は23.3％であった. 退院支援部門がある病院では退院支援プロトコルがある割合が

有意に高かった. また退院支援部門がない病院ではプロトコルがなく, 病棟看護師が独自の判断でスクリーニングを

行う割合が有意に高かった. 看護師に必要な支援としてはアセスメントやコミュニケーション, コーディネート能力

を高めるための支援が最も多かった. これらの結果から, 今後は退院支援に関わる看護師の能力向上のための支援を

病院で組織的に取り組むこと, また多職種や家族との連携体制を円滑にするためには退院支援機能を備えた部門の設

置の必要性が示唆された.
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支援が必要な患者を特定するために退院支援がシステ
ム化され, 入院早期にスクリーニングが行われてい
る5)6)7). 一方, 長期療養患者を有する病院での退院支
援スクリーニングに関する報告は見当たらない. 病棟
看護師や退院支援部門の看護師, 院内外の多職種と協
働していく退院支援をマネジメントしていくシステム
が鍵となっているが, 長期療養を要する高齢者の退院
支援の現状は明らかになっているとはいえない.

2014年地域包括ケアシステムが構築され8), 現在の
療養病床は, 長期療養を要する患者の看護だけではな
く, 在宅療養を視野にいれた急性期病院や在宅療養支
援病院, 多職種との連携など, 幅広い役割が求められ
ている. 長期療養患者が多く入院している療養病床を
有する病院は, 急性期病院での治療を終えた高齢者が
在宅に戻るまでの受け皿機関となっており, 治療や看
護を提供する一方で, 地域包括ケアシステムのもと,
急性期の後方病院として医療を提供していく機能を維
持し, 在宅支援診療所や医療・介護の連携という幅広
い役割を果たすことが求められている. しかし, 長期
療養患者が入院する療養病床を有する病院においては,
病床規模等により退院支援部門に配置される職員や退
院支援の実態が異なっており, システム化された退院
支援が行われているとは言えない現状がある3).

長期療養患者が多く入院する療養病床を有する病院
での, 退院支援のプロセスの初期にあたるスクリーニ
ングの状況が明らかになれば, その後の退院支援の実
施状況, 支援体制の整備, 病棟看護師や退院支援看護
師が抱える現状や課題が明確となる. 急性期病院から
の転院や療養病床を経て在宅で療養する場合の多職種
への連携が円滑なものとなり, 患者や家族にとってよ
り質の高い退院支援システムの構築を目指すことにつ
ながる. そこで本研究では, 療養病床を有する病院の
看護師の退院支援スクリーニングの現状を調査し, 今
後の課題を明らかにすることにした.

Ⅱ. 研究目的

療養病床を有する医療施設において看護師が行う退
院支援スクリーニングの現状と課題を明らかにする

Ⅲ. 用語の定義

退院支援

患者や家族が, 病気や障害を理解し, 退院後必要な
医療や看護を, どこで療養しながら継続するのか, ど
のような生活を送るのかを自己決定するための支援

退院支援スクリーニング
院内外の多職種との連携や社会資源を活用するため

の退院支援が必要であるかどうかを判断するための第
１段階評価 (以下, スクリーニングとする)

Ⅳ. 研究方法

１. 対 象

東北６県の特定機能病院を除く一般・療養病床を有
する500床未満の病院で, 研究に同意の得られた病院
122ヶ所の退院支援部門に勤務している看護師, また
は病棟で退院支援に携わっている看護師各１～２名を
看護部門責任者から推薦してもらい256名の看護師に
調査票を送付した.

対象を東北６県の病院の看護師とした理由は, これ
らの地域が, 第一次産業を主体とした産業構造, 高齢
化や人口減少など共通した社会背景を持つことから退
院支援に対する課題の背景が類似すると考えたためで
ある.

２. 方法：質問紙調査法, 郵送留置法

３. 調査期間：平成26年５月７日～平成26年７月31日

４. 調査項目
１) 対象者の属性

�年齢 �臨床経験年数 �退院支援に携わっ
ている勤務年数 �在宅看護の経験の有無 �退
院支援の教育研修の有無 �看護師以外の資格の
有無 �退院支援部署の設置の有無 �退院支援
に携わる看護師の位置づけ (専任／兼任／病棟か
ら, １つ選択) 	退院支援におけるプロトコル
の有無 
多職種とのカンファレンスの有無

２) スクリーニングの実施状況

�スクリーニング実施の有無 �スクリーニン
グの対象患者と時期の特定 (病院の基準により施
行／看護師の判断により施行／医師の指示等によ
り施行, から１つ選択) �スクリーニング後の
多職種への連携 �充分な時間をかけて行えてい
るか �患者の特定に役立っているか �療養生
活の支援に役立っているか �スクリーニングの
重要性の意識

�スクリーニングのチェック項目 (複数回答)
鷲見4)5)乗越6)森鍵7)らの先行研究を参考に次の17

のスクリーニング項目を設定した. また, その他
チェックしていることがあれば記述してもらった.
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①患者の年齢 ②現疾患 ③合併症の有無 ④
既往歴の有無 ⑤身体移動のレベル ⑥排泄の自
立 ⑦認知症の有無 ⑧退院後の医療処置の有無
⑨家族構成 ⑩介護者の有無 ⑪介護力の有無
⑫介護の意思 ⑬入院形態 ⑭退院先 ⑮介護保
険の利用の有無 ⑯身体障害者手帳保有の有 ⑰
患者, 家族の不安 ⑱その他 (自由記述)

３) 退院支援に携わる看護師への支援として必要な
こと (自由記述)

５. 分析方法
データは単純集計後, 看護師の位置づけと属性及び

背景との関連, 退院支援部門別での退院支援スクリー
ニングの状況, プロトコルの有無と退院支援スクリー
ニング票の使用状況との関連をχ2 検定および残差分
析で検討した. 検定は無回答を除外し, 危険率５％未
満を有意とした. 統計ソフトは SPBSVer.9.6を用い
た.

退院支援に携わる看護師への支援についての自由記
述は, 支援を必要とする内容一つを１件のデータとし
て抽出し, 意味内容が類似するものを集約し, サブカ
テゴリー, カテゴリーを抽出した.

６. 倫理的配慮
研究参加者には, 研究の主旨, 方法, 参加の任意性,

同意撤回の自由, プライバシーの保護について, 調査
票の送付を以て同意を得られたものとすることを文書
で説明した. また調査は, 無記名で行い, 対象者から
返信用封筒にて, 直接研究者へ返送してもらった. 対
象者の所属する施設の看護部門責任者の同意と秋田大
学倫理委員会の承認を受け実施した. (平成26年４月
９日医総88号)

Ⅴ. 結 果

調査票を配布した256名のうち, 189名より回答が得
られた. (回収率73.8％). 全てが有効回答であった.

１. 対象者の属性及び背景
年齢は, 50歳代が97名 (51.3％) で最も多かった.

次いで, 40歳代が55名 (29.1％) であった. 臨床経験
年数は, 平均26.1±8.4年, 退院支援に携わった勤務
年数は, １ヵ月～５年間が137名 (72.5％) で最も多
かった. 在宅看護の経験は, ｢ある｣ が49名 (25.9％),
退院支援の教育研修を受講したことが ｢ある｣ は109
名 (57.7％) であった. 看護師以外の資格が ｢ある｣

は69名 (36.5％) であり, ケアマネージャーの資格を
有している者が多かった.

退院支援部門を設置していると回答した者が44名
(23.3％) であった. 退院支援に携わる看護師の位置
づけでは, 多い順に, 病棟看護師として携わっている
が107名 (56.6％), 退院支援部署の専任として携わっ
ているが50名 (26.5％) , 他部署と兼任が32名
(16.9％) であった.

退院支援のプロトコルが ｢ある｣ は101名 (53.4％),
｢ない｣ は87名 (46.0％) であった (表１).

２. スクリーニングの実施状況
スクリーニングの ｢実施｣ は142名 (75.1％), ｢未

実施｣ は46名 (24.3％) であった. スクリーニングを
実施している病院において, ｢病院独自のスクリーニ
ング票｣ を使用しているは107名 (56.6％), スクリー
ニング票はないが ｢看護師の個別の項目｣ で施行して
いる29名 (15.3％), ｢他病院のスクリーニング票｣ を
使用しているは６名 (3.2％) であった (表２).

スクリーニングの対象患者の特定は, ｢病院の基準｣
により施行が81名 (57.0％) であった. スクリーニン
グの施行時期では, ｢病院の基準がある｣ は82名
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(57.8％) であった. スクリーニング後の多職種との
連携状況では, ｢担当ケアマネージャーと連携してい
る｣ が121名 (85.2％) であった (表３).

３. スクリーニングを実施しての印象について
十分な時間をかけてスクリーニングを行えているか

について, ｢だいたい行えている｣ が77名 (54.2％)
で最も多かった. スクリーニングが患者の特定に役立っ

ているかは, ｢だいたい役立っている｣ が96名 (67.6
％), スクリーニングが患者の支援に役立っているか
は, ｢だいたい役立っている｣ が96名 (67.6％), スク
リーニングの重要性は, ｢とても重要である｣ が88名
(62.0％) でそれぞれ最も多かった (表３).

４. 退院支援に携わる看護師の配置と属性との関連
看護師の配置と, 在宅看護の経験の有無 (Ｐ＝
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表３ スクリーニングの実施状況と実施しての印象
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0.0229), 看護師以外の資格の有無 (Ｐ＝0.0247) に
おいて有意な関連がみられた. 残差分析の結果, 退院
支援に専任として携わっている看護師のほうが, 在宅
看護の経験 ｢あり｣ (調整済み残差＝2.74), また看護
師以外の資格 ｢あり｣ (調整済み残差＝2.72) の割合
が有意に高かった. 看護師の配置と自己研鑽の希望の
有無, 教育研修受講の有無による関連はなかった (表
４).

５. 退院支援担当部門とスクリーニングとの関連
退院支援部門の設置状況は, 退院支援のプロトコル

の有無 (Ｐ＝0.0003), スクリーニングの実施状況
(Ｐ＝0.0029) において, 有意な関連がみられた. 残
差分析の結果, 退院支援部門がある病院は, プロトコ
ルが ｢あり｣ (調整済み残差＝3.93), ｢病院独自のス
クリーニング票を使用している｣ (調整済み残差＝
3.46) の割合が有意に高かった. 一方で, 病棟で実施
している場合は, 退院支援プロトコルが ｢なし｣ (調
整済み残差＝2.10), ｢スクリーニング未施行｣ (調整
済み残差＝2.65) の割合が有意に高かった (表５).

６. スクリーニングを実施している病院における退院
支援部門別の多職種連携との関連
スクリーニングを実施している病院における, 退院

支援部門別のスクリーニング後の多職種連携では, 退
院支援看護師 (P＜0.0001) と MSW (P＝0.0002) に
おいて, 有意な関連がみられた. 残差分析の結果, 退
院支援部門がある病院のほうが, スクリーニング後退
院支援看護師との連携 ｢あり｣ (調整済み残差＝3.61)
の割合が有意に高かった. また地域連携室等の他部署
と兼任で退院支援を実施している病院のほうが, スク
リーニング後に MSW との連携 ｢あり｣ (調整済み残
差＝2.85) の割合が有意に高かった. ケアマネージャー
の連携と退院支援部門との関連はなかった. 退院支援
部門がない病院は, 退院支援看護師との連携 ｢なし｣
(調整済み残差＝4.34), MSW との連携 ｢なし｣ (調
整済み残差＝3.99) の割合が有意に高かった (表６).

７. 退院支援プロトコルの有無とスクリーニング票の
使用状況との関連
プロトコルの有無では, スクリーニング票の使用状
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表５ 退院支援部門別のスクリーニングとの関連
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況 (P＜0.0001), スクリーニングの対象患者の特定
(P＜0.0001) とスクリーニング施行時期の特定 (P＜
0.0001), スクリーニングに時間をかけて行えている
か (P＝0.0222) において, 有意な関連がみられた.
残差分析を行った結果, 退院支援プロトコルがある病
院では, ｢病院独自のスクリーニング票を使用してい
る｣ (調整済み残差＝6.59), 対象患者の特定に ｢病院
の基準がある｣ (調整済み残差＝4.62), スクリーニン
グ時期の特定に ｢病院の基準がある｣ (調整済み残差＝
5.11), ｢十分な時間をかけてスクリーニングを行えて
いる｣ (調整済み残差＝2.69) の割合が有意に高かっ
た. 退院支援のプロトコルのない病院においては,
｢スクリーニング票がなく個別にチェックしている｣

(調整済み残差＝3.11), ｢スクリーニング未施行｣ (調
整済み残差＝5.6), スクリーニングの対象患者の特定
に ｢看護師の判断で特定している｣ (調整済み残差＝
3.61) とスクリーニング時期の特定に ｢看護師の判断
で特定している｣ (調整済み残差＝4.12) の割合が有
意に高かった (表７).

８. スクリーニングのチェック項目の状況
スクリーニングを実施している142名のうち無回答

７名を除く135名から回答が得られた (複数回答). 回
答者の80％以上がチェックした項目は, 介護者・介護
力・身体移動のレベル・介護保険利用・認知症・退院
後の医療処置の各々の有無, 退院先, 排泄の自立であっ
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た (図１).

９. 退院支援を実践する看護師が求める支援内容
よりよい退院支援を実践するために看護師に必要な

支援内容に関しての自由記述を吟味し, 147件のデー
タを抽出した. 意味内容の類似性に従って集約し16の

サブカテゴリー, ５のカテゴリーを抽出した.
以下, カテゴリーを【 】, サブカテゴリーを 『 』,

で示す.

１)【アセスメント・コミュニケーション・コーディ
ネート能力を高めるための支援】のサブカテゴリー
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表８ 退院支援を実践するために看護師に必要な支援内容

図１ スクリーニング項目のチェック状況 (複数回答) ｎ＝135

Akita University



は, 『患者・家族の持つ力や思いへのアセスメン
ト力』 『患者, 家族, 多職種とのコミュニケーショ
ン能力』 『多職種とのコーディネート能力』 『在宅
での生活をイメージする力』 であった.

２)【他施設・多職種・患者・家族との連携】のサ
ブカテゴリーは, 『多職種との情報共有, 交換』
『患者・家族・多職種と意見交換できる場』 『他施
設, 多職種との連携』 であった.

３)【退院支援に関する知識】のサブカテゴリーは,
『社会資源の知識』 『介護保険の知識』 『退院支援
全般の知識』 であった.

４)【退院支援に対する研修】のサブカテゴリーは,
『退院支援の研修』 『介護保険の研修』 『福祉サー
ビスの研修』 であった.

５)【退院支援の体制整備】のサブカテゴリーは,
『退院支援が専門に行える人・時間・部門の確保』
『退院支援への理解』 『病院職員・多職種・看護師
チームとの協力体制』 であった (表８).

Ⅵ. 考 察

本研究では, 療養病床を有する病院の看護師が行う
退院支援スクリーニングの現状と課題を明らかにする
ことを目的とした. 以下に, 本調査対象となった退院
支援に携わる看護師の特性をふまえ, スクリーニング
の現状と課題について考察する.

１. 退院支援に携わる看護師の特性
退院支援に携わる看護師の臨床経験年数は平均26.1

±8.4年であり, ベテランの看護師の割合が高かった
が, 退院支援に携わってからの勤務年数は短く, １ヶ
月～５年のものが最も多かった. 2008年の診療報酬改
定において退院調整加算が新設され, 特定機能病院や
一般病院において退院支援部門が設置されるようになっ
たことから, 療養病床を要する病院においても, 最近
の５年以内に退院支援に携わる看護師が増えたことが
考えられる.

また, 今回対象となった看護師の５割以上が病棟の
看護師であった. 2011年に公表された全国の退院調整
看護師に関する実態調査報告書において3), 退院支援
部門の設置状況は, 病院の有する機能によって異なる
と指摘されており, 療養病床のある医療施設では, 療
養病床のない医療施設に比べて有意に低いことが報告

されている. 本調査対象の病床規模は500床未満の療
養病床をもつ医療施設であり, また退院支援部門の設
置も約２割と低かったことから, 退院支援に携わる看
護師の多くが病棟の看護師であったと考えられる. 病
棟看護師は日々の業務の中で多様な役割を担っており,
個人の業務負担が増す中で退院支援に時間を割いてい
ると推測される. 本研究において, 退院支援部門がな
い病棟の看護師は, 退院支援プロトコルがなく, スク
リーニングを実施していない割合が高かった. またプ
ロトコルがない病院の看護師は, 独自の項目でスクリー
ニングを行い, 対象患者と時期を特定していた. 退院
支援スクリーニングやアセスメントは看護師の経験や
知見に左右されることがあるが, 本研究においては,
退院支援の知識や経験が異なる様々なレベルの病棟の
看護師が, 業務を兼務しながら担当患者や家族に対し
退院支援を行っていると考える.

２. 退院支援スクリーニングの現状と課題
療養病床の入院患者が在宅へ移行する際, 継続看護

の観点から多職種との連携が不可欠である. 本研究に
おいて, 退院支援部門の設置状況における, スクリー
ニングの実施状況, 多職種との連携に関連がみられた.
丸岡9)桂10)らによれば, 多職種と連携をとる窓口とし
て, 病院全体のシステムとしても退院支援機能を備え
た部門を設置する必要性があると述べられている. 本
研究においては, 退院支援部門の設置が少なく, 病棟
看護師が退院支援に携わっている病院が多かった. 専
門部署が設置されていない病院の看護師は, 多職種と
連携していない割合が高かったことから, 多職種との
連携において有用な情報を共有するために, 退院支援
部門を設置するなどシステムの構築が重要であると考
える.

桂10), 篠田11)らは, スクリーニングを退院支援プロ
セスの第一段階に定義しており, 療養病床においても,
退院支援を必要とする患者の抽出のためにスクリーニ
ングの有効性は高いと考える. 本研究において, 約７
割がスクリーニングを実施していたが, 退院支援にお
けるプロトコルがあるものは約５割であり, 退院支援
がシステム化されていない状況が推測された. また,
本研究において, 退院支援プロトコルの有無とスクリー
ニングの実施状況には関連があり, プロトコルがない
病院では, スクリーニング票がなく看護師が個別にチェッ
クしている割合や, スクリーニングが未施行の割合が
高かった. 池本12)らは, 看護師の退院支援の考え方と
能力により退院後の患者の生活が左右されると指摘し
ている. 療養病床を有する病院においては, 看護師が
個別に退院支援を行ってきたことが予測されることか
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ら, 今後は, 経験年数や知見に左右されないスクリー
ニングのシステムが必要であると考える.

今回, 本研究対象者がスクリーニングしている項目
内容の調査のため, 鷲見4)5), 乗越6), 森鍵7)らの先行研
究を参考に項目を設定した. スクリーニング項目で８
割以上チェックしていた項目は, 介護者の有無や介護
力の程度, 認知症の有無や退院後の医療処置の有無,
移動や排泄の ADL のレベル, 介護先の確保や介護保
険の利用の有無であった. 他の項目は４～５割チェッ
クしており, 看護師の配置による有意差はみられなかっ
た.

鷲見4)5), 乗越6), 森鍵7)らのスクリーニング票は, 急
性期の患者を対象とし, 特定機能病院や急性期患者が
多く入院している一般病床で使用されている項目であ
る. 長期療養患者を有する病院の看護師が行うスクリー
ニングにおいて, どのような項目が必要であったのか
については, 今回は調査を行っておらず明らかではな
いが, スクリーニング項目のその他に記載された内容
には, 退院支援において多職種との連携の際に必要と
思われる情報が挙げられていた. 藤澤12)によれば, ス
クリーニングの情報は, 退院困難な患者を抽出するだ
けではなく, 多職種との連携にも有効に働くと述べら
れており, これらは, 長期療養を要する慢性期患者の
退院支援に必要なスクリーニング項目とも考えられ,
今後検討する必要がある.

３. 退院支援に携わる看護師が必要としている支援
本研究では, 退院支援に携わる看護師が, よりよい

退院支援を実践するために必要としていた支援内容と
して,【アセスメント・コミュニケーション・コーディ
ネート能力を高めるための支援】【他施設・多職種・
患者・家族との連携】【退院支援に関する知識】【退
院支援に対する研修】【退院支援の体制整備】のカテ
ゴリーが抽出された.

１)【アセスメント・コミュニケーション・コーディ
ネート能力を高めるための支援】【退院支援に関
する知識】【退院支援に対する研修】は, 退院支
援に関する知識や能力の向上に関するものである.
今回の結果では, 退院支援に携わっている看護師
は病棟に勤務している者が半数以上であり, また
退院支援の教育研修を受けた経験がない者が４割
以上であった.

清水13)嶋崎14)らの先行研究によれば, 看護師側
の退院を困難にしている要因として, 看護師が社
会資源システムの利用方法が解らないことが指摘
されている. また, 病棟看護師は複数患者の受け

持ちや交代制勤務などの中で様々な業務を担って
いるため, 患者や家族の変化に対応できる時間が
確保できない現状がある. 丸岡9)らは, 退院支援
に必要な時間を確保するには, 看護師個人の努力
の範囲を超えていると指摘している. 退院支援に
求められる看護師のアセスメントやコミュニケー
ション, コーディネートに関する能力向上や介護
保険サービスを含めた社会資源の知識の獲得には,
看護師個人の努力だけでは限界があると考える.
患者や家族の療養生活を支えるためには, 地域で
の生活を支える様々な社会資源も重要である. 療
養病床を有する病院においては, 退院支援への実
践へとつなげることができる研修を教育プログラ
ムとして位置づけるなど, 組織的な取り組みが必
要であると考える.

２)【多施設・多職種・患者・家族との連携】
介護保険が施行されてから, 在宅での療養生活

にむけてケアマネージャーをはじめとした多職種
と支援内容を検討し, 様々な介護・福祉サービス
の利用が可能となった. 医療支援の必要性が高い
患者の場合, 療養生活の体制整備にむけて多職種
との連携は不可欠である. 多職種が協働で支援の
目標や方法を検討する合同カンファレンスは, 退
院支援を行う上で重要であるといわれている15)が,
近藤16)によれば, 多職種間の連携に対する意思統
一が図れず困っている現場が多いと指摘されてい
る. 本調査対象者は, 『患者, 家族, 多職種と意
見交換できる場』 『多職種との情報共有, 交換』
への支援を求めている記述件数が多かった. 意見
交換できる場やカンファレンスの機会が増えれば,
多職種の専門性を理解することができ, 在宅支援
における役割分担が明確になると考える. 桂10)ら
は, 病院全体のシステムとして退院支援機能を備
えた部門の設置の必要性を述べており, 療養病床
においても, 患者・家族・多職種との意思統一が
図られ, 連携が可能となる退院支援システムの構
築は, よりよい退院支援の実践へつなげることが
できると考える.

３)【退院支援の体制整備】
本調査結果では 『退院支援が専門に行える人・

時間・部門の確保』 の支援を求める記述が多かっ
た. 今回の結果では, 全国の一般病床, 療養病床
の病院に比べて3)退院支援部門の設置率が低く,
退院支援に携わっているのは病棟看護師が多かっ
たが, 一般に療養病床の看護師の配置人数は一般
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病床よりも少ないため, 看護師の業務は患者の身
辺のケアに多くの時間が費やされているのが現状
である. そのため看護師には退院支援を専任で行
うことやそのための時間の確保が困難なことが推
察された. 村松ら17)は, 療養病床における退院支
援では, 看護師の配置数の関連から本来看護師が
主体となって取り組むべきことをケアマネージャー
や医療ソーシャルワーカーなどの他職種が担って
いると述べている. 今後は急性期病院の平均在院
日数が短縮されることで, 急性期病床から転院し
てきた患者や在宅で急性憎悪し医療の必要性があ
る患者の割合が高くなり, 療養病床の患者の病態
が変化することも考えられる. 在宅へ療養場所を
移行するプロセスにおいて, 患者や家族にとって
必要なケアや病態予測に応じた療養環境を整備す
ることは, 看護師が本来主体的に行うべき退院支
援である. これらの役割が実現できるためにも,
療養病床をもつ病院では, 看護師が専任で退院支
援を行える部門の整備や時間の確保に組織的に取
り組む必要があると考える.

Ⅶ. 本研究の限界と今後の課題

本研究は, 地域社会の背景が比較的共通している東
北６県の病院を対象としており, 本研究の結果を全て
の療養病床を有する病院にあてはめるには限界がある.
地域包括ケアシステム施行後, 療養病床においては在
宅復帰機能加算が新設され, 在宅療養への移行が推進
されようとしている. 長期療養患者が入院している病
床機能の再編が推し進められ, 退院支援看護師におい
ても環境が大きく変化している時期の調査であったた
め, 今後さらなる現状の把握や課題の検討を要する.
また今後は, 療養病床において特徴的な退院支援スク
リーニング項目についても検討する必要がある.

Ⅷ. 結 論

療養病床を有する病院において看護師が行う退院支
援スクリーニングの現状及び今後退院支援スクリーニ
ングを実践するための課題について, 以下の結論が得
られた.

１. 退院支援に携わっている看護師の平均年齢, 臨床
経験年数とも長いが, 退院支援に携わる勤務年数は
５年以下が最も多く, 退院支援に携わる看護師は,
病棟看護師が多かった.

２. 退院支援部門が設置されている病院では, 退院支
援プロトコルがある割合が高く, 退院支援プロトコ
ルのある病院では, 病院の基準を踏まえて退院支援
スクリーニングを施行していた. 一方, 退院支援部
門の設置されていない病院の病棟看護師は, プロト
コルがなく, 独自の判断でスクリーニングを行う割
合が高かった.

３. 療養病床において退院支援に携わっている看護師
は, 退院支援を実践するために,【アセスメント・
コミュニケーション・コーディネート能力を高める
ための支援】【他施設・多職種・患者・家族との連
携】【退院支援に関する知識】【退院支援に対する
研修】【退院支援の体制整備】の支援を必要として
いた.

療養病床においては人的資源が限られているが,
退院支援プロトコルの構築, 看護師の経験や知見に
左右されない一定基準のスクリーニングが行える体
制の整備, 退院支援部門の設置, 退院支援を専門に
担当する看護師の配置が今後の課題と考えられた.
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Abstract

The objective of the present study was to clarify the current status of and the challenges associated

with discharge planning and the administration of discharge screening tests by nurses in general hospitals

that provide long-term care. A questionnaire survey was conducted among 256 nurses in charge of

discharge planning. The nurses were employed in general hospitals with fewer than 500 beds, including

long-term care beds, in six prefectures in northern Japan.

A total of 189 respondents were analyzed (response rate : 73.8％). We attempted to determine the

relationship between the presence or absence of a discharge planning department, the basic characteristics

of the nurses, and the statuses of the protocols and the screening tests for discharge planning using a

χ2-test. A follow-up residual analysis was also performed. Twenty-three percent of the hospitals in our

study had a discharge planning department. At the hospitals which had a discharge planning department,

the ratio of respondents who reported using a discharge planning protocol was significantly high. On the

other hand, in the hospitals without a discharge planning department which had no discharge planning

protocol, the ratio of nurses who reported screening patients for discharge according to their own

judgment was significantly high. Nurses need support in improving the competence of nursing

assessments, as well as improving communication and coordination with the medical team and patients�

family members.

From these findings, it is suggested that hospitals with long-term care beds need to make an

organizational effort to improve their nurses�competencies in relation to discharge planning and to

establish a discharge department to promote smooth communication between nurses, the medical team and

patients�family members.
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